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　（総則）

第１条　令和７年度猪苗代町下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

６１９，７７２千円

　　第１項　営業収益 ２１７，３８７千円

　　第２項　営業外収益 ４０２，３８５千円

６５２，３３３千円

　　第１項　営業費用 ６０８，５１４千円

　　第２項　営業外費用 　４０，４１９千円

　　第３項　特別損失 　　　　４００千円

　　第４項　予備費 　　３，０００千円

　（資本的収入及び支出）

３３３，１６９千円

　　第１項　企業債 ２４９，８００千円

　　第２項　出資金 　２６，４２３千円

　　第３項　補助金 　５６，２００千円

　　第４項　負担金及び分担金 　 　　　　７４６千円

　第１款　資本的収入

収　　　　　　入

　８千円及び当年度分損益勘定留保資金１１８，１０５千円で補填するものとする。

　）。

－下水１－

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資

　金６５，８６０千円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額６，７５

　本的支出額に対して不足する額１９０，７２３千円は、過年度分損益勘定留保資

　第１款　下水道事業収益

　第１款　下水道事業費用

諮問第２号

収　　　　　　入

支　　　　　　出

　（１）　接続件数　　　　　　　　　　　　　　  　　　 ３，６０４件

　（２）　年間総処理水量　　　　　　　　　　 　１，２８４，５５９㎥

　（３）　一日平均処理水量　　　　　　　　　 　　　　　３，５１９㎥

　（４）　主要な建設改良事業　

　　　　　　施設整備事業　　　　　　　　　　　　 １０４，４００千円

令和７年度　猪苗代町下水道事業会計予算



５２３，８９２千円

　　第１項　建設改良費 １０４，４００千円

　　第２項　固定資産購入費 　１６，８７９千円

　　第３項　企業債償還金 ４０２，６１３千円

　（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと

　定める。

期間

　（企業債）

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと

　定める。

（単位：千円）

限度額 起債の方法 利率 償還の方法

185,600

　（一時借入金）

第７条　一時借入金の限度額は、１５０，０００千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり

　と定める。

　（１）　第１款下水道事業費用のうち、第１項営業費用、第２項営業外費用、第

　借入期間中における融資残高につき約定利率に
より計算した利子相当額

　融資元本の最終償還期限後約定に基づく期限を
経過してもなお元本及び利子の全部又は一部が回
収されなかった場合における当該回収されなかっ
た金額

令和７年度から
令和１1年度ま

で

令和７年度から
令和１1年度ま

で

証書借入

　年５％以内
（ただし、利率
見直し方式で借
り入れる政府資
金、地方公共団
体金融機構資金
及び銀行等資金
について、利率
の見直しを行っ
た後において
は、当該見直し
後の利率）

　政府資金については、その融資
条件により、銀行その他の場合に
はその債権者と協定するところに
よる。ただし、企業財政の都合に
より繰上償還をし、又は低利に借
換えをすることができるものとす
る。

18,100過疎対策事業

資本費平準化

　　　　３項特別損失に係る予算額に過不足を生じた場合における項間の流用。

－下水２－

46,100

起債の目的

 下水道事業

水洗便所改造資金利子補給

水洗便所改造資金損失補償

限度額

　第１款　資本的支出

事項

支　　　　　　出



　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

　（１）　職員給与費　　　　　　　　　　　　　　　３６，１２３千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　猪苗代町長　二　瓶　盛　一

第９条　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費に流用し、

　又はそれ以外の経費をその経費に流用する場合は、議会の議決を経なければなら

　ない。

－下水３－

　令和７年３月４日提出



－下水４－



令和７年度
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－下水５－



－下水６－
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（収入の部） （単位：千円）

款 項 目 予　定　額 備　　考

1 下水道事業収益 619,772

1 営業収益 217,387

1 下水道使用料 217,377 下水道使用料

2 その他営業収
益

10
排水設備指定工事店登録
料

2 営業外収益 402,385

1 受取利息及び
配当金

68 預金利息

2 他会計負担金 222,330
企業債償還利息及び分流式下
水道に要する経費分外

3 長期前受金戻
入

179,974 長期前受金戻入

4 雑収益 13 電柱敷地占用料

令和７年度　猪苗代町下水道事業会計予算実施計画

（収益的収入及び支出）

－下水８－



（支出の部） （単位：千円）

款 項 目 予　定　額 備　　考

1 下水道事業費用 652,333

1 営業費用 608,514

1 施設費 161,665
汚水処理及び施設維持に
要する経費

2 総係費 56,205
料金調定、下水道管理事
務活動全般の費用

3 減価償却費 390,644 有形固定資産減価償却費

2 営業外費用 40,419

1 支払利息及び
企業債取扱諸費

39,419 企業債償還利息

2 消費税及び地
方消費税

1,000 消費税及び地方消費税

3 特別損失 400

1 過年度損益修
正損

400 過年度分還付金

4 予備費 3,000

1 予備費 3,000 予備費

－下水９－



（収入の部） （単位：千円）

款 項 目 予　定　額 備　　考

1 資本的収入 333,169

1 企業債 249,800

1 企業債 249,800 下水道事業債外

2 出資金 26,423

1 他会計出資金 26,423
企業債元金償還に要する
経費外

3 補助金 56,200

1 国庫補助金 56,200 下水道事業国庫補助

4 負担金及び分
担金

746

1 受益者負担金 346 下水道事業受益者負担金

2 受益者分担金 400
農業集落排水事業受益者
分担金

（支出の部） （単位：千円）

款 項 目 予　定　額 備　　考

1 資本的支出 523,892

1 建設改良費 104,400

1 施設整備費 104,400
汚泥棟耐震補強設計委
託、下水管補修工事外

2 固定資産購入
費

16,879

1 固定資産購入
費

16,879 施設機械及び装置更新

3 企業債償還金 402,613

1 企業債償還金 402,613 企業債償還金

－下水１０－

（資本的収入及び支出）



（単位：千円）

　

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

　1 当期純利益 △ 36,539

　2 キャッシュ・フローへの調整額

　　減価償却費 390,640

　　固定資産除却費 0

　　賞与引当金の増減額（△は減少） 58

　　貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 211

　　その他引当金の増減額（△は減少） 21

　　長期前受金戻入額 △ 179,983

　　特別損失 0

　　未収金の増減額（△は増加） 4,622

　　未払金の増減額（△は減少） △ 3,522
　　たな卸資産の増減額（△は増加） 0

　　前払金の増減額（△は増加） 0

　　その他流動資産の増減額（△は増加） 0

　　その他流動負債の増減額（△は減少） 0

　　受取利息及び受取配当金 △ 68

　　支払利息及び企業債取扱諸費 39,417

　　小計 214,435

　　受取利息及び受取配当金 68

　　支払利息及び企業債取扱諸費 △ 39,417

　　業務活動によるキャッシュ・フロー 175,086

　 　

　 　

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー 　

　　有形固定資産の取得による支出 △ 110,252

　　固定資産補助金等による収入 51,837

　　投資活動による資産の増減額（△は増加） 669

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 57,746

　 　

　 　

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 　

　　建設改良等の財源に充てるための企業債による収入 249,800

　　建設改良等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 402,610

　　他会計からの出資による収入 26,423

　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 126,387

　 　

　 　

　 　

資金に係る換算差額 　

資金増加額（又は減少額） △ 9,047

資金期首残高 54,650

資金期末残高 45,603

　 　

令和7年度　猪苗代町下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

－下水１１－



一般職（会計年度任用職員以外の職員）

（１）総括

特別職 一般職 報酬 給料 手当 計

（　　）

12 4

（　　）

（　　）

12 4

（　　）

12 4

（　　）

（　　）

12 4

（　　）

0 0

（　　）

（　　）

0 0

本年度 0 309 54 30 0 0 1,200

前年度 498 0 143 30 0 0 1,200

比　較 △ 498 309 △ 89 0 0 0 0

本年度 0 4,012 3,633 212 0 2,480

前年度 0 4,017 3,454 266 0 2,472

比  較 0 △ 5 179 △ 54 0 8

　（　）内は、短時間勤務職員

(２)　給料及び職員手当の増減額の明細

増減額 備考

0

30 30

0

32

昇給等に伴う増加分 144

△ 114

△ 180

区　分
職員数 法　定

福利費

本
年
度

損益勘定
支弁職員 109 18,100 11,930 30,139 5,984

合計 109 18,100 11,930 30,139 5,984

資本勘定
支弁職員

109 18,038

12,080 30,118 5,926

資本勘定
支弁職員

0
損益勘定
支弁職員

単位：千円

給    与    費
合計

36,123

58

区分 期末手当 勤勉手当

手当の
内　訳

区分 扶養手当 住居手当

寒冷地
手当

宿日直
手当

児童手当

手当の
内　訳

資本勘定
支弁職員

比
　
較

合計 0 62

通勤手当
時間外勤務

手当

21△ 150

36,123

36,044

36,044

79

79

△ 150 58

特殊勤務
手当

給料の特別
調整額

  （注） 本年度の期末勤勉手当には、前年度繰入額である賞与引当金繰入額2,491千円が含まれる。
　　　　 また、法定福利費には、前年度繰入額である法定福利費繰入額484千円が含まれる。

前
年
度

損益勘定
支弁職員 109 18,038

合計

32 人事異動による増減

21

12,080 30,118 5,926

職員退職
手当負担金

管理職員特
別勤務手当

62

給　与　費　明　細　書

－下水１２－

その他増減分 △ 150

通勤手当改正による増減

職員手当 △ 150

給与改定に伴う増減分 0

扶養異動等による増減

備考　１

単位：千円

区分 増減事由別内訳

給　料 62

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分 2名

その他増減分

説　　　明



(３)給料及び職員手当の状況

　　ア　職員１人当たり給与 単位：円

　　イ　初任給 単位：円

　 ウ　級別職員数

－下水１３－

令和6年１月１日
現在

計
(　　　) (　　　)

計
(　　　) (　　　)

4 100 0 0.0

１　級
(　　　) (　　　)

１　級

(　　　) (　　　)
1 25.0

２　級
(　　　) (　　　)

２　級
(　　　) (　　　)

(　　　) (　　　)

６　級
(　　　) (　　　)

3 75.0

３　級
(　　　) (　　　)

３　級

４　級
(　　　) (　　　)

５　級
(　　　) (　　　)

(　　　)

(　　　)

計
(　　　) (　　　)

計
(　　　) (　　　)

4 100 0 0.0

５　級

3 75.0

３　級
(　　　) (　　　)

３　級
(　　　) (　　　)

1 25.0
令和7年１月１日

現在

６　級

４　級
(　　　) (　　　)

１　級
(　　　) (　　　)

１　級
(　　　)

(　　　) (　　　)

(　　　) (　　　)

２　級
(　　　) (　　　)

２　級
(　　　)

区　　　　分
事　　務　　職 技　能　労　務　職

級 職員数(人) 構成比（％） 級 職員数(人) 構成比（％）

高校卒 191,300 188,000

大学卒 224,600 220,000

平均給与月額 392,500

平均年齢（歳） 54.00

区　分 行　政　職 技能労務職
一　般　会　計　の　制　度

行政職 技能労務職

区　　　　　　　　分 事　務　職 技能労務職

令和7年１月１日現在

平均給料月額 380,975

平均給与月額 388,525

平均年齢（歳） 55.25

令和6年１月１日現在

平均給料月額 375,450



　（級別の基準となる職務）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　エ　昇給

　　オ　特殊勤務手当

税務等業務手当

－下水１４－

全　　職　　種 事　務　職 技能労務職

給料総額に対する比率（％） 0.17 0.17

支給対象職員の比率（％）
（令和7年１月１日現在）

100.0 100.0

支給対象職員１人当たり平均支給月額
625 625 ―

（円）

代表的な特殊勤務手当の名称

比　　率　　(Ｂ)／(Ａ) 　 (％) 50.00 50.00

前
年
度

昇給に係る職員数　　(Ｂ)　(人)

号 級 数 別 内 訳

２号級　(人)

６号級　(人)

８号級　(人)

区　　　　　　　　　　分

４号級　(人) 2 2

比　　率　　(Ｂ)／(Ａ) 　 (％) 50.00 50.00

職　 員　 数　    　(Ａ)　(人) 4 4

2 2

行　　政　　職

１　参事
２　各事務
部局の特に
困難な業務
を行なう課
長の職務

各事務部局
の課長、主
幹の職務

各事務部局
の課長補佐
の職務

１　各事務
部局の係長
の職務
２　各事務
部局の特に
高度の知識
又は経験を
必要とする
業務を行な
う主査の職
務

各事務部局
の高度の知
識又は経験
を必要とす
る業務を行
なう主事の
職務

各事務部局
の定型的な
業務を行な
う主事の職
務

技　能　労　務　職

１　相当の
技能又は経
験を必要と
する自動車
運転手の職
務
２　相当の
技能又は経
験を必要と
する作業を
行う一般技
能職員の職
務
３　相当の
技能又は経
験を必要と
する電話交
換手の職務

１　自動車
運転手
２　一般技
能職員の職
務
３　電話交
換手の職務
４　困難な
業務を行う
用務員の職
務
５　相当の
経験を必要
とする調理
員等の職務

１　用務員
の職務
２　調理員
等の職務
３　事務見
習又は技術
見習等の職
務

区　　　　分 ６　　　　級 ５　　　　級 ４　　　　級 ３　　　　級 ２　　　　級 １　　　　級

2 2

２号級　(人)

技能労務職区　　　　　　　分 合　　計

本
年
度

職　 員　 数　    　(Ａ)　(人)

昇給に係る職員数　　(Ｂ)　(人)

号 級 数 別 内 訳

８号級　(人)

4 4

事　務　職

４号級　(人) 2 2

６号級　(人)



　　カ　期末手当・勤勉手当

　　キ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　ク　その他の手当

     ３  「 エ 昇給」の職員数欄には、再任用短時間勤務職員以外の職員数を記載すること。

     ４  「 カ 期末手当・勤勉手当」の（　）内には、再任用職員の標準的な支給率を記載すること。

24.586875 33.27075 47.709
定年前早期退職者特例措置
一定率１年当り2％を超えない範
囲内加算20％限度

平成30年4月1日以降

     ２  「 ウ 級別職員数」の（　）内には、再任用短時間勤務職員について外書きすること。

地　域　手　当 －

住　居　手　当 同

通　勤　手　当 同

昨　年　度
(       )
2.225

(       )
2.225

(       )
4.45

３級以上
5～15%加算

扶　養　手　当 同

備考 １　「 ア 職員１人当たり給与」は、再任用短時間勤務職員以外の職員について作成すること。

区　　分

24.586875 33.27075 47.709
定年前早期退職者特例措置
一定率１年当り3％を超えない範
囲内加算45％限度

平成30年1月1日以降

区　　　　分 一般会計の制度との異同 差異の内容

20年勤続の
者(月分)

25年勤続の
者(月分)

35年勤続の
者(月分)

最高限度
（月分）

そ の 他 の
加算措置等

備考

区　　分
支給期別支給率  支給率計

（月分）

職制上の段階、
職務の級等に
よる加算措置 　６月（月分）  １２月（月分）

本　年　度
(       )

2.3
(       )

2.3
(       )

4.6
３級以上
5～15%加算

－下水１５－

令和6年1月1日現在

国の制度
(       )

2.3
(       )

2.3
(       )

4.6
３級以上
5～20%加算

令和7年1月1日現在

国の制度
(支給率等）

47.709

 支給率等 47.709

備　　考

令和7年1月1日現在



千円 千円 千円 千円

１　固定資産

（1）有形固定資産

ア　土地 249,391

イ　建物 650,370

　　減価償却費累計額 △ 142,002 508,368

ウ　構築物 9,265,132

　　減価償却費累計額 △ 1,560,635 7,704,497

エ　機械及び装置 877,754

　　減価償却費累計額 △352,402 525,352

オ　建設仮勘定 161,541

有形固定資産合計 9,149,149

固定資産合計 9,149,149

２　流動資産

　

（1）現金預金 45,603

（2）未収金 25,177  

貸倒引当金 △2,181 22,996
 

流動資産合計 68,599

  

  

資産合計 9,217,748

－下水１６－

　　　　　令和７年度　　猪苗代町下水道事業会計予定貸借対照表
（当年度）

令和８年３月３１日

資産の部資産の部資産の部資産の部



千円 千円 千円 千円

３　固定負債

　 (1)企業債

 ア　建設改良費等財源の企業債 2,788,257

企業債合計 2,788,257

固定負債合計 2,788,257

４　流動負債

　 (1)企業債

ア　建設改良費等財源の企業債 399,228

　 企業債合計 399,228

(2)未払金

ア　営業未払金 10,368

未払金合計 10,368

(3)引当金

ア　賞与引当金 2,549

イ　法定福利費引当金 505

引当金合計 3,054

流動負債合計 412,650

５　繰延収益 　

　 (1)長期前受金 5,354,912

(2)収益化累計額 △ 961,137

繰延収益合計 4,393,775
負債合計 7,594,682

資本の部資本の部資本の部資本の部
千円 千円 千円 千円

６　資本金 1,800,012

７　剰余金

　 （1）資本剰余金

ア　受益者負担金 1,278

イ　受益者分担金 4,388

資本剰余金合計 5,666

（2）欠損金

ア　当年度未処理欠損金 182,612

欠損金合計 182,612
剰余金合計 △ 176,946
資本合計 1,623,066

負債資本合計 9,217,748

－下水１７－

負債の部負債の部負債の部負債の部



Ⅰ　重要な会計方針

令 和 ７ 年 度1　固定資産の減価償却の方法
　   (1)有形固定資産
　　　　・減価償却の方法　　　　　定額法
　　　　・主な耐用年数
　　　　　　建物　　　　　　　８～５０年
　　　　　　構築物　　　　　１０～５０年
　　　　　　機械及び装置　　　６～２０年
　   (2)リース資産

　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借処理に係る
　　方法に準じた会計処理によっている。

　2 引当金の計上方法
　   (1)退職給付引当金

　　　職員の退職手当は、一般会計がその全部（毎事業年度支払う一定の負担金を除
　　き）を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上しない。

　   (2)賞与引当金及びその他引当金
　　　　職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払に備えるため、
　　　当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から
　　　３月までの４か月分）を計上している。
　   (3)貸倒引当金
　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額
　　　を計上している。
　3 消費税等の会計処理
　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ予定キャッシュ・フロー計算書等関連
　　
　　該当事項なし

Ⅲ予定貸借対照表等関連
　１　企業債の償還に係る一般会計の負担
　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内
　　に償還予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は２５，
　　００４千円である。
　２　引当金の取崩し
　　　(1)賞与引当金及びその他引当金の取崩し
　　　　 令和７年６月支給時において、職員の期末・勤勉手当及びこれに係る法定福
　　　 利費として４，５７９千円を支給すると見込まれるため、賞与引当金２,４９
　　　 １千円及びその他引当金４８４千円を取り崩すものである。
　
Ⅳセグメント情報の開示

１　報告セグメントの概要
　　猪苗代町下水道事業は、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業及び農業
　集落排水事業を運営していることから、３つの報告セグメントとしている。

処理区域において下水を排除し、又は処理する業務
処理区域において下水を排除し、又は処理する業務
処理区域において下水を排除し、又は処理する業務

－下水１８－

注記

事業の内容事　業　区　分
公 共 下 水 道 事 業
特 定 環 境 保 全 公 共 下 水 道 事 業
農 業 集 落 排 水 事 業



２　報告セグメントごとの営業収益等
　　令和７年度（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）単位：千円

項　　　目 公共下水道事業 特定環境保全下水道事業 農業集落排水事業 合　　計
営業収益 169,524 16,796 31,067 217,387
営業費用 401,833 80,197 126,484 608,514
営業損益 △ 232,309 △ 63,401 △ 95,417 △ 391,127
経常損益 △ 5,280 △ 12,728 △ 11,153 △ 29,161

セグメント資産 5,357,694 1,482,981 2,377,073 9,217,748
セグメント負債 4,102,619 1,340,242 2,151,821 7,594,682
その他の項目
　他会計負担金 135,939 32,545 53,846 222,330

　出資金 11,605 9,070 5,748 26,423
　減価償却費 255,100 48,728 86,816 390,644

企業債元金償還金 225,768 62,341 114,504 402,613
　固定資産増加額 99,214 3,090 7,948 110,252

Ⅴ減損損失
　

　　該当事項なし
　

Ⅵリース契約により使用する固定資産

　該当事項なし
　
Ⅶ重要な後発事象

　
　　該当事項なし
　　
Ⅷその他

　該当事項なし

　

　
　

　

　

－下水１９－

　

　



(単位：千円）

１　営業収益

（１）下水道収益 178,602 178,602

２　営業費用

（１）施設費 147,136

（２）総係費 55,113

（３）減価償却費 391,447

（４）資産減耗品 2,407 596,103

営業損失 417,501

３　営業外収益

（１）受取利息及び配当金 25

（２）他会計負担金 237,934

（３）長期前受金戻入 182,432

（４）雑収益 15 420,406

４　営業外費用

（１）支払利息及び企業債取扱諸費 42,741

（２）雑支出 5,729 48,470 371,936

経常損失 45,565

５　特別利益

（１）過年度損失修正益 21

（2）その他特別利益 72 93

６　特別損失

（１）過年度損失修正損 1,128 1,128 △ 1,035

当年度純損失 46,600

前年度繰越欠損金 99,473

当年度末処理欠損金 146,073

令和６年度　猪苗代町下水道事業予定損益計算書
（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

－下水２０－



－下水２１－



千円 千円 千円 千円

１　固定資産

（1）有形固定資産

ア　土地 249,391

イ　建物 650,370

　　減価償却費累計額 △ 115,166 535,204

ウ　構築物 9,263,314

　　減価償却費累計額 △ 1,253,834 8,009,480

エ　機械及び装置 862,411

　　減価償却費累計額 △ 295,399 567,012

オ　建設仮勘定 68,450

有形固定資産合計 9,429,537

固定資産合計 9,429,537

２　流動資産

　

（1）現金預金 54,650

（2）未収金 30,468  

貸倒引当金 △ 2,392 28,076

  
流動資産合計 82,726

 

　  

資産合計 9,512,263

－下水２２－

　　　　　令和６年度　　猪苗代町下水道事業会計予定貸借対照表
（前年度）

令和7年３月３１日

資産の部



千円 千円 千円 千円

３　固定負債

　 (1)企業債

ア 建設改良費等財源の企業債 2,937,684

企業債合計 2,937,684

固定負債合計 2,937,684

４　流動負債

　 (1)企業債

ア　建設改良費等財源の企業債 402,610

企業債合計 402,610

　 (2)未払金

ア　営業未払金 12,002

イ　営業外未払金 1,889

未払金合計 13,891

(3)引当金

ア　賞与引当金 2,491

イ　法定福利費引当金 484

引当金合計 2,975

流動負債合計 419,476

５　繰延収益

　 　
(1)長期前受金 5,303,421

(2)収益化累計額 △ 781,154

繰延収益合計 4,522,267
負債合計 7,879,427

資本の部
６　資本金 千円 千円 千円 千円

1,773,589

７　剰余金

　

（1）資本剰余金

ア　受益者負担金 932

イ　受益者分担金 4,388

資本剰余金合計 5,320

（2）欠損金

ア　当年度未処理欠損金 146,073

欠損金合計 146,073

剰余金合計 △ 140,753
資本合計 1,632,836

負債資本合計 9,512,263

－下水２３－

負債の部



－下水２４－



参　　　　　考　　　　　資　　　　　料

－下水２５－



（単位：千円）
款 項 目 予定額 節/細節 金　額 説　　　明

1 下水道事業 619,772
収益 1 営業収益 217,387

217,377
1 下水道使用 217,377 公共下水道使用料
料 169,514

特環下水道使用料
16,796

農集下水道使用料
31,067

2 その他営業 10
収益 10 排水設備指定工事店登

録料
10

2 営業外収益 402,385
1 受取利息及 68
び配当金 1 預金利息 68 預金利息

68
2 他会計負担 222,330    
金 1 他会計負担 222,330

金

222,330
3 長期前受金 179,974    
戻入 1 長期前受金 179,974 長期前受金戻入

戻入 179,974
4 雑収益 13

1 その他雑収 13 電柱、電話柱占用料
益 13

－下水２６－

令和７年度　猪苗代町下水道事業会計実施計画内訳書
（収益的収入）

2 手数料

高度処理に要する経費
及び分流式下水道等に
要する経費外

1 下水道使用
料



（収益的支出） （単位：千円）
款 項 目 予定額 節/細節 金　額 説　　　明

1 下水道事業 652,333

費用 1 営業費用 608,514

161,665

9 備消耗品費 3,790 処理施設管理用品外

3,790

10 燃料費 222 施設管理機器燃料外

222

13 光熱水費 869 処理場電気代

274

処理場水道料

595

14 修繕費 8,588

8,588

16 手数料 3,462 水質分析手数料

3,242

汚泥分析手数料外

220

17 保険料 1,387 建物災害共済分担金

浄化センター外8件

1,372

軽トラック任意保険

15

18 委託料 99,869

99,869

19 賃借料 348

339

国有林野賃借料外2件

9

21 材料費 340 マンホール補修合材

133

マンホール蓋

166

塩ビ製小口径汚水桝

41

27 薬品費 5,623 高度処理薬品

5,623

30 動力費 37,167 施設ポンプ等電気料

37,167

2 総係費 56,205

1 報酬 109 下水道委員報酬

109

2 給料 18,100 給料　4名　　　

18,100

3 手当等 9,439

通勤手当

54

特殊勤務手当

30

住居手当

309

時間外手当

1,200

1 施設費

下水処理施設等維持管
理業務委託外8件

－下水２７－

軽トラックリース料外
2件

諏訪前ＭＰ水位計オー
バーホール外10件



（単位：千円）
款 項 目 予定額 節/細節 金　額 説　　　明

期末手当

2,673

勤勉手当

2,481

寒冷地手当

212

退職手当負担金

2,480
4 法定福利費 5,500 職員共済組合負担金

5,453

公務災害補償基金負担

金

47

7 旅費 149 職員普通旅費

149

9 備消耗品費 171 積算参考図書

71

コピー機トナー外

100

10 燃料費 113 公用車ガソリン

113

11 食糧費 6 お茶代

6

12 印刷製本費 86 予算書・決算書

86

14 修繕費 166 公用車修理

166

15 通信運搬費 53 郵便料

53

16 手数料 11 公用車車検手数料外

  11

17 保険料 44 公用車任意保険外

44

18 委託料 2,404 下水道台帳システムデ

ータ構築委託外1件

2,404

19 賃借料 403 公用車リース

106

設計積算システム外

297

22 負担金 14,185 水道事業会計負担金

8,943

課長人件費負担金

5,035

日本下水道協会費外

207

23 補助金 24 水洗便所改造資金利子

補給

24

26 公課費 7 公用車重量税

7

33 賞与引当金 2,549 賞与引当金

繰入額 2,549

36 貸倒引当金 2,181 不納欠損分引当金

繰入額 2,181

37 その他引当 505 法定福利共済分引当金

金繰入額 505

－下水２８－



（単位：千円）

款 項 目 予定額 節/細節 金　額 説　　　明

3 減価償却費 390,644

1 有形固定資 390,644 建物減価償却費

産減価償却費 26,838

構築物減価償却費

306,802

機械及び装置減価償却

費

57,004

2 営業外費用 40,419

1 支払利息及 39,419

び企業債取扱 1 企業債利息 39,416 財政融資資金

諸費 18,437

地方公共団体金融機構

9,191

かんぽ生命保険

5,159

民間金融機関

6,629

2 借入金利息 3 一時借入金利息

3

2 消費税及び 1,000

地方消費税 1 消費税及び 1,000 消費税及び地方消費税

地方消費税 1,000

3 特別損失 400

1 過年度損益 400

修正損 42 過年度損益 400 過年度過誤納還付金

修正損 400

4 予備費 3,000

1 予備費 3,000

1 予備費 3,000 予備費

3,000

－下水２９－



（資本的収入） （単位：千円）
款 項 目 予定額 節/細節 金　額 説　　　明

1 資本的収入 333,169
1 企業債 249,800

1 企業債 249,800
1 下水道事業 46,100 下水道事業債
債 46,100
2 資本費平準 185,600 資本費平準化債
化債 185,600
3 過疎対策事 18,100 過疎対策事業債
業債 18,100

2 出資金 26,423
1 他会計出資 26,423
金 1 他会計出資 26,423 起債償還に要する経費

金 外
26,423

3 補助金 56,200
1 国庫補助金 56,200

1 国庫補助金 56,200 社会資本整備総合交付
金

56,200
4 負担金及び 746
分担金 1 受益者負担 346

金 1 受益者負担 346 下水道事業受益者負担
金 金

346
2 受益者分担 400
金 3 受益者分担 400 農業集落排水事業受益

金 者分担金
400

（資本的支出） （単位：千円）
款 項 目 予定額 節/細節 金　額 説　　　明

1 資本的支出 523,892
1 建設改良費 104,400

1 施設整備費 104,400
15 委託料 92,400 猪苗代浄化センター管

理棟耐震診断外3件
92,400

17 工事請負費 12,000 公共桝設置工事
12,000

2 固定資産購 16,879
入費 1 固定資産購 16,879

入費 1 有形固定資 16,879 川桁第２ＭＰブレーカ
産購入費 ボックス更新外8件

16,879
3 企業債償還 402,613
金 1 企業債償還 402,613

金 1 償還金 402,613 財政融資資金
139,872

地方公共団体金融機構
88,449

かんぽ生命保険
38,477

民間金融機関
135,815

－下水３０－


